
1．はじめに

　スラブ軌道は，軌道スラブ，てん充層，レール，レー
ル締結装置，突起およびコンクリート道床で構成される
軌道構造である。明かり区間で用いられているスラブ軌
道の模式図を図 1に示す。軌道スラブは，軌間を保持す
るとともに，てん充層を介して列車荷重を構造物に伝達
する重要な軌道部材である。そのため，劣化や損傷が生
じた場合は，スラブ軌道各部補修の手引き1）（以下，「手
引き」とする。）に示されている表 1に基づいた補修が
行われている。
　寒冷地の明かり区間に敷設されている軌道スラブで
は，凍害（アルカリシリカ反応2）（以下，「ASR」とする。）
と凍害の複合劣化も含む）によって生じるコンクリート
の欠損等が確認されている。このような欠損等に対して
は，表 1に示した樹脂モルタル（エポキシ樹脂と細骨材
による補修材）による断面修復が行われている1）。しか
し，補修を行った一部の軌道スラブでは，図 2に示すよ
うな剥落が生じている。
　なお，トンネル区間の直線部に敷設されている軌道ス
ラブでは，ASRによるひび割れや内在塩分による鉄筋
腐食3）によって生じるコンクリートの欠損等が確認され
ている。このような欠損等に対しても樹脂モルタルによ
る断面修復が行われており，十分な補修効果が確認され
ている。トンネル区間の直線部に対しては，樹脂モルタ
ルに加えて，ポリマーセメントモルタルを用いることが
可能なことも確認されている4）。
　以上を踏まえ，凍害を受けた軌道スラブの補修方法を
提案することを目的に，断面修復部の劣化メカニズムを
検討するための付着強度試験，劣化を模擬した軌道スラ
ブにおけるレール締結部の耐力を評価するための水平載

荷試験，さらに表面含浸材による耐凍害性の向上を評価
するための気中凍結水中融解試験を実施し，これらの結
果を踏まえて補修方法を提案したので報告する。
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図1　明かり区間用のスラブ軌道の模式図

表1　�スラブ軌道各部補修の手引きに示されている補修
方法

図2　樹脂モルタルによる断面修復部の劣化状況
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2．断面修復部の劣化メカニズム

2. 1　付着強度試験の方法
　寒冷地の明かり区間に敷設されている軌道スラブで断
面修復部が剥落する劣化メカニズムを検討するため，付
着強度試験を実施した。
　付着強度試験用の供試体（以下，「付着供試体」とす
る。）の寸法は 100×100×200mm（図 3参照）とし，図
4に示す手順で作製した。はじめに，100×100×400mm
のコンクリート供試体の両側面から 5mmの位置に溝を
掘る。次に，電動ハンマーで両側面をはつり取った後，
コンクリート供試体を横断・長手方向中央断面で切断す
る（4等分：100×40程度×200mm）。ここで，切断後
のコンクリート供試体は軌道スラブを模擬している。最
後に，スラブ軌道各部補修の手引き1）に基づいて，はつ
り面に表面処理剤を塗布し，樹脂モルタル（以下，「RM」
とする）で断面修復する。なお，軌道スラブ上面からの
吸水を防止するため，スラブ軌道各部補修の手引き1）に
は RMで用いられているものと同じエポキシ樹脂を保護
材として塗布することが示されている。そのため，付着
供試体のコンクリート上面にエポキシ樹脂を塗布した。
また，付着供試体の側面からの凍害を防止するためコン
クリート側面に対してもエポキシ樹脂を塗布した。
　コンクリートの配合を表 2に示す。コンクリートの配
合は配合 1と配合 2の 2種類とし，粗骨材および細骨
材には ASRに対して反応性を有する骨材を用いた。配
合 1に対しては ASRが生じないようにアルカリ分は添
加せず，配合 2に対しては ASRが生じるようにアルカ
リ分として NaClを添加した。なお，コンクリートの材
齢 28日における目標圧縮強度は軌道スラブの設計基準
強度と同じ 40N/mm2とし，NaClの添加による圧縮強
度の低下を考慮して配合を決定した。コンクリートの空
気量は，新幹線建設時に軌道スラブに対して定められた
管理値の下限である 2%とした6）。
　付着強度試験の方法を図 5に，付着強度試験の状況を
図 6に示す。付着供試体のコンクリート側から直径
50mmのコアを削孔し，図 5に示すようにコア上面に接

着した治具（直径 50mm）を，図 6に示すように建研式
接着力試験機で引き上げた際の最大荷重をコアの面積で
除算することで付着強度を算出した。各ケースにおける
試験数は付着供試体 1体に対して 3回とした。
　付着供試体の条件および付着強度試験のタイミングを
表 3に示す。表 3中に示す「事前凍結融解」，「ASR」
および「底面吸水凍結融解」に関する内容を以下に示す。

図3　付着供試体の外観5）
図 4　付着供試体の作製手順

表2　コンクリートの配合

図5　付着強度試験の方法

図6　付着強度試験の状況

鉃道総研報告　Vol.38,  No.12,  20248



・ 事前凍結融解：コンクリートが事前に受けている凍害
の影響を想定し，コンクリート供試体をはつる前に相
対動弾性係数が 80%程度となるように水中凍結水中
融解試験（JIS A 1148（A法））を行う。
・ ASR：ASRによる膨張を想定し，付着供試体のコン
クリート部分の膨張量が 0.05%となるように 40℃の
高湿度環境下に保管する。なお，CASE2-2について
は，事前凍結融解後に上記した環境に保管した。ここ
で，ASRが原因で別途現地より撤去した軌道スラブ
から採取した直径 50mmのコアに対して促進膨張試
験（JCI-S-011：40℃，湿度 95%以上の環境）を実施
した結果，測定材齢 91日における膨張率は 0.040～
0.055%であったことから，付着供試体のコンクリー
ト部分の膨張量を 0.05%に設定した4）。
・ 底面吸水凍結融解試験：軌道スラブ底面から断面修復
材とコンクリートの界面に吸水される水に起因する凍
害の影響を想定し，図 7に示すように付着供試体の底
面を浸水させた状態で供試体の中心温度を－10±3℃
～5±3℃となるように変化させる。

2. 2　付着強度試験の結果および考察
　付着強度試験の結果として ASRによる膨張を与えな
いケース（配合 1）における付着強度（平均値）を図 8
（a）に，ASRによる膨張を与えるケース（配合 2）に
おける付着強度（平均値）を図 8（b）に示す。なお，
図 8（a）および図 8（b）における凍結融解回数 0回の
付着強度を比較すると，配合 2の付着強度の方が小さく
なった。また，配合 1と配合 2の圧縮強度は，それぞ
れ 54.6N/mm2および 44.8N/mm2であり，配合 2の圧縮
強度の方が小さかった。したがって，配合 2の付着強度
の方が小さくなった要因の一つとして，コンクリートの
圧縮強度が影響していた可能性がある。以下に，本試験
で得られた結果を示す。
　図 8（a）の凍結融解回数 0回より，事前凍結融解を
与えた CASE1-2の付着強度は CASE1-1と比較すると
35%小さく，1.9N/mm2となった。図 8（b）の凍結融
解回数 0回（ASR前）より，事前凍結融解を与えた
CASE2-2の付着強度は CASE2-1と比較すると 10%小
さく，1.7N/mm2となった。事前凍結融解で付着強度が

低下した要因の一つとして，RMの流動性が低いことか
らはつり面の脆弱な層の内部まで浸透することができ
ず，RMが脆弱な層と接着したためと考えられる。
　図 8（a）の凍結融解回数 0，50，100回より，CASE1-1
の付着強度は，凍結融解回数 50回でやや低下するものの，
0回と 100回の付着強度は概ね一定であり，底面吸水凍
結融解を受けることによる明確な付着強度の低下は確認
されなかった。一方，CASE1-2は凍結融解回数の増加に
より付着強度が低下する傾向を示した。図 8（b）の凍結
融解回数 0，50，100回より，CASE2-1および CASE2-2
の付着強度は，底面吸水凍結融解を受けることで低下す
る傾向を示し，凍結融解回数 100回後における付着強度
は 0N/mm2となった。
　以上の結果より，ASRのあり・なしにかかわらず，
事前凍結融解の影響により付着強度が小さくなり，さら
に底面吸水凍結融解によって付着強度が低下することが
分かった。付着強度試験の結果に基づいて想定される断
面修復した箇所が剥落するメカニズムを図 9に示す。
①　 凍害が単独あるいは ASRと複合して生じている軌
道スラブにおいて劣化部のはつり作業後に脆弱部が
残存する。

表3　付着供試体の条件および付着強度試験のタイミング

図7　底面吸水凍結融解試験

図8　付着強度試験の結果5）

鉃道総研報告　Vol.38,  No.12,  2024 9



②　 軌道スラブ底面から断面修復部とコンクリートの界
面に吸水される。

③　 断面修復部の界面付近におけるコンクリートの脆弱
部において含水率が増加する。

④　 断面修復部の界面におけるコンクリートの脆弱部で
凍害が生じ，断面修復部が剥落する。

　なお，図 8（b）の凍結融解回数 0回において ASRの
前・後で CASE2-1の付着強度を比較すると，ASRによっ
て付着強度は 9%低下して 1.8 N/mm2となったが，十分
な付着強度を有していた。供用年数 40年以上が経過し
た軌道スラブにおいて ASRによる残存膨張量が減少し
ていると考えられること，また敷設環境が変化しない場
合は ASRの膨張に必要な水分量も変化しないと考えら
れることから，促進膨張試験で確認された 0.05%の膨
張が今後生じる可能性は低い。また，0.05%の膨張が生
じた場合でも付着強度が確保される。したがって，凍害
が生じない場合，スラブ軌道各部補修の手引き1）に示さ
れている通り，ASRが生じている軌道スラブに対して
RMを用いることは可能であると考えられる。

3．�劣化を模擬した軌道スラブにおけるレール
締結部の耐力

3. 1　軌道スラブに対する水平載荷試験の方法
　軌道スラブの欠損がレール締結部の耐力に与える影響
を検討するため，営業線から撤去した図 10に示す人工
的に欠損を与えた軌道スラブ（A-55：厚さ 160mm）に
対する水平載荷試験を行った。欠損の範囲は，タイプレー
トよりも軌間外側の軌道横断方向 210mm×軌道長手方
向 815mm×高さ 160mmとし，範囲内のコンクリート
をはつり落とすとともに，鉄筋を切断した。なお，線路
長手方向のはつり面と埋込カラー部の間には線路長手方
向の鉄筋が上段および下段にそれぞれ 1本残存してい
る。水平載荷試験の状況を図 11に示す。水平載荷試験
では，図 12に示すようにタイプレートを模擬した載荷
治具に対して，軌道横断方向の横圧を想定した荷重を与
えた。レール締結装置の固定部は健全な状態と欠損を与

えた状態の 2種類とした。載荷試験の最大荷重は
150kNを上限とした。また，載荷治具は 2本の Tボル
トで埋込カラーに締結し，ボルト軸力は 63kNを目標と
した。

3. 2　水平載荷試験の結果
　図 13に水平載荷試験で得られた荷重と載荷治具の載
荷方向変位の関係を示す。健全な状態における摩擦力は

図11　水平載荷試験の状況

図10　�営業線から撤去した軌道スラブに人工的な欠損
を与えた状況

図12　水平載荷試験の方法（欠損あり）

図13　�明かり区間用軌道スラブの荷重－載荷方向変位
関係5）

図 9　断面修復部の劣化メカニズム5）
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49kN，欠損を与えた条件における摩擦力は 38kNとな
り，最大荷重は両条件共に 150kN以上となった。摩擦
力は列車荷重がない場合の設計荷重 6.3kN7）よりも大き
く，また最大荷重は列車荷重がある場合の設計荷重
77.9kN7）よりも大きくなり，欠損を与えた条件でも十分
な耐力を有していた。なお，欠損を与えた条件の摩擦力
の方が小さくなったのは，荷重の増加に伴い徐々に載荷
治具が傾斜し，Tボルトの軸力が低下したことが要因と
して考えられる。常時に生じる横圧を輪重 85kN×変動
横圧係数 0.4の 34kNとし，軌道横断方向の荷重分担率
を 0.3とした場合における 1締結装置あたりに作用する
横圧は 10.2kNと求められる7）。38kN以上の荷重では健
全よりも欠損の条件における変位の方が大きいが，横圧
10.2kNは摩擦力以下となり，載荷治具の変位はほぼ
0mmであった。なお，変位は主に載荷治具の滑動によっ
て生じており，欠損の条件における変位の方が大きい理
由は，欠損の条件における摩擦力の方が小さく，健全よ
りも小さい荷重で滑動が生じたためである。
　以上より，タイプレート式のレール締結装置が用いら
れている軌道スラブについては，タイプレート端部まで
コンクリートが劣化しても摩擦力によってタイプレート
は滑動せず，設計上の最大荷重が作用しても耐力上の問
題がないと考えられる。なお，列車荷重が作用する場合
にはタイプレートと軌道スラブ間の摩擦力はさらに増加
するため，安全性はさらに高まる可能性がある。

4．表面含浸材による耐凍害性の向上

4. 1　気中凍結水中融解試験の方法
　凍害が単独あるいは ASRと複合して生じている軌道
スラブの耐凍害性を向上させる方法を検討するため，寒
冷地の明かり区間より撤去した軌道スラブ（4950×2340

×190mm）から切り出した角柱供試体（以下，「供試体」
とする）に対する気中凍結水中融解試験を実施した。耐
凍害性を向上させる方法として，コンクリート内の水分
の蒸発を阻害しない一方，コンクリート表面に撥水機能
を付与することが可能なシラン・シロキサン系含浸材（以
下，「シラン」とする）を塗布する方法を用いた。
　供試体の条件を表 4に示す。供試体の寸法は 100×
100×400（S1）と 100×85×400mm（S2）の 2種類で
ある（図 14参照）。軌道スラブの高さ方向に対する供
試体の切り出し位置は図 15（a）の通り，上面（S1）と
中央（S2）とした。S1については，図 15（b）に示す
ように軌道長手方向の 2本の鉄筋（D10）が供試体を横
断する方向に貫通している。2本の鉄筋は供試体の両端
面からそれぞれ 80mmの位置にあり，鉄筋のかぶりは
30mmである。S2については，供試体内部に軌道横断
方向の鉄筋を含まないようにするため幅を 85mmとし
た。なお，S2には供試体を横断する鉄筋は含まれてい
ない。
　40℃の恒温槽に供試体を 5日間保管して乾燥させた
後，表面含浸材を塗布しない 5面をエポキシ樹脂でコー
ティングした。表面含浸材を塗布した面は実際の施工手
順を想定して，S1に対して上面，S2に対して切断面を
ディスクサンダーで 1～2mm程度研磨した面とした。
No.1，2，4，5にはシランを塗布し，No.3は無塗布と
した。なお，No.2で塗布範囲を半面としたのは，無塗
布範囲の影響を確認するためである。また，シランの塗
布量は標準量（350g/m2）を基本とし，塗布量と耐凍害
性の関係を把握するため，標準量の約 1.5倍となる
500g/m2を塗布した条件でも検討を行った（No.5）。な

表4　気中凍結水中融解試験の試験ケース

図14　角柱供試体の外観図5）

図 15　供試体の切り出し位置
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お，一度の塗布作業でコンクリートに含浸させることが
可能な量として 500g/m2を設定した。
　凍結融解試験の方法は気中凍結水中融解試験（JIS 
A1148（B法））とした。表面含浸材を塗布した 3日後
から 3日間の水中養生を行った後，凍結融解試験を開始
した。
　同じ軌道スラブから採取したコンクリートコア（φ100
×190mm）の圧縮強度（3本の平均）は 52.0N/mm2であ
り，設計基準強度である 40 N/mm2を上回っていた。また，
中性化深さ（3本の最大値）は 0.4mmであり，中性化は
ほとんど進行していなかった。また，リニアトラバース
法（ASTM C457）に準拠して測定した気泡組織を表 5
に示す。一般的に耐凍害性を有していると判断される気
泡組織を満足していた8）。

4. 2　試験結果および考察
　気中凍結水中融解試験で得られた相対動弾性係数を図
16に示す。
　図 16より，No.1，No.4および No.5は相対動弾性係
数が低下せず，高い耐凍害性を有していることが分かっ
た。特に，切断面の塗布量を 1.5倍程度に増やした
No.5の凍結融解回数 300回における相対動弾性係数は
標準量を塗布した No.4よりも 3%であるが大きくなり，
軌道スラブに対して凍害の進行を遅らせる効果が高いと
考えられる。上面の半分にシランを塗布した No.2につ
いては，無塗布範囲で凍害が進行することによって，凍
結融解回数 180回以降で相対動弾性係数が低下した。

5．�凍害を受けた軌道スラブに対する補修方法
の提案

　凍害を受けた軌道スラブに対して提案する補修方法を
図 17に示す。提案する補修方法では，断面修復を実施
せず，軌道スラブの劣化の進展を抑制することを目的と
して，シラン・シロキサン系含浸材を塗布することとし
た。凍害が個別あるいは ASRと複合することで生じる
劣化は，はじめに軌道スラブ側面とその周辺にひび割れ
が発生し，その後，軌道スラブの隅角部に欠損が生じ，
次第に軌道長手方向に進展するのが一般的である。
　そこで，提案する補修方法では，劣化の状態（レベル
1～4）に対応して補修方法を選定できるようにした。
レベル 1はひび割れが生じている状況，レベル 2は隅
角部，レベル 3は隅角部から 2締結装置未満，レベル 4
は隅角部から 2締結装置以上の欠損が生じている状況
とした。
　ひび割れが生じている場合（レベル 1）は，シラン・
シロキサン系含浸材をひび割れが生じている面を覆うよ
うに塗布する。隅角部（レベル 2）や 2締結装置以上（レ
ベル 2～3）の範囲に欠損が生じている場合は，欠損部
のはつり面，軌道スラブの側面および上面に対してシラ
ン・シロキサン系含浸材を塗布する。塗布量は標準の塗
布量とする。さらに，レベル 3以上の劣化の場合，耐凍
害性のレベルが低いコンクリートが用いられている，あ
るいは環境条件が厳しい可能性があることから，撥水効
果を高めるために塗布量を標準の 1.5倍にする。軌道ス
ラブ上面に対する塗布範囲は軌道スラブ側面からレール
直下までの範囲以上とする。特に，劣化が進んでいる軌
道スラブに対しては，全面に塗布することを推奨する。

図17　�シラン・シロキサン系含浸材による軌道スラブ
の補修範囲と塗布量

図16　気中凍結水中融解試験の結果5）

表 5　気泡組織
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6．まとめ

　凍害を受けた軌道スラブの補修方法を提案することを
目的に各種検討を行った。得られた結果を以下に示す。
（1） 付着強度試験の結果，断面修復部と脆弱部を有す

るコンクリートの界面に対して軌道スラブ底面か
ら吸水されることでコンクリートの脆弱部の含水
率が増加し，コンクリートに凍害が生じることで
断面修復材が剥落するメカニズムを示した。

（2） 水平載荷試験の結果，タイプレート端部まで軌道
スラブのコンクリートが劣化しても摩擦力によっ
てタイプレートは滑動せず，設計上の最大荷重が
作用しても耐力上の問題がないことが分かった。

（3） 凍結融解試験の結果，耐凍害性が低い軌道スラブ
から切り出した供試体に対してシラン・シロキサ
ン系含浸材を塗布することで，耐凍害性が向上す
ることが分かった。

（4） 以上より，断面修復は実施せず，シラン・シロキ
サン系含浸材を塗布することで軌道スラブの劣化
の進展を抑制する補修方法を提案した。提案した
補修方法には，劣化の状態に応じた含浸材の塗布
範囲と塗布量を示した。

　なお，本論文は文献 5をもとに内容を加筆・修正した
ものである。
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